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桶川市学校給食費第３子以降無償化事業実施要綱 

（令和７年４月１８日教委告示第４号） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、保護者等の経済的負担の軽減を図るため、桶川市学

校給食費条例施行規則（令和２年桶川市教育委員会規則第６号。以下

「規則」という。）第１１条第１項第２号に規定する教育長が特に必要

と認めるときに該当するものとして、市立学校における多子世帯の第３

子以降の児童生徒の学校給食費を免除する桶川市学校給食費第３子以降

無償化事業を実施することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

(1) 学校給食費 桶川市学校給食費条例（令和２年桶川市条例第１５号。

以下「条例」という。）第２条第２号に規定する学校給食費をいう。 

(2) 市立学校 桶川市立小学校設置及び管理条例（昭和４２年桶川市条

例第１６号）に規定する小学校及び桶川市立中学校設置及び管理条例

（昭和４０年桶川市条例第４号）に規定する中学校をいう。 

(3) 多子世帯 １５歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にあ

る子（以下単に「子」という。）が３人以上いる世帯で、年長の子か

ら出生の早い順に数えて３番目以降の子に、児童生徒を１人以上含む

世帯をいう。 

(4) 児童生徒 市内に住所を有する者であって、市立学校に在籍するも

のをいう。 

(5) 保護者等 条例第２条第３号に規定する保護者等をいう。 

（免除対象児童生徒） 

第３条 学校給食費の免除（以下単に「免除」という。）の対象となる児

童生徒（以下「免除対象児童生徒」という。）は、保護者等と同一の多
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子世帯に属する子のうち、年長の子から出生の早い順に数えて３番目以

降の児童生徒とする。 

（免除対象者） 

第４条 免除を受けることができる者（以下「免除対象者」という。）は、

次の各号の全てに該当する保護者等とする。 

(1) 多子世帯で、免除対象児童生徒を養育していること。 

(2) 多子世帯に属する全ての子と生計を同じくしていること。 

(3) 国又は地方公共団体から学校給食費に係る扶助を受けていないこと。 

(4) 学校給食費に未納がないこと。 

（免除期間） 

第５条 免除の期間は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

とおりとする。 

(1) 年度の４月１日時点において免除対象児童生徒に該当している児童

生徒 当該年度の４月分から翌年３月分まで 

(2) 前号に規定する日以外の日に免除対象児童生徒に該当した児童生徒 

 同日以後に学校給食の提供を開始した日から翌年３月分まで 

２ 前項の規定にかかわらず、年度毎に教育長が定める日までに次条の規

定による申請がなされなかったときは、当該申請があった日以後に学校

給食の提供をした日から翌年３月分までを免除の期間とする。 

（免除申請） 

第６条 保護者等は、この要綱に基づく免除を受けようとするときは、桶

川市学校給食費第３子以降無償化事業に関する免除申請書（様式第１号）

を教育長に提出しなければならない。 

（免除決定等） 

第７条 教育長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審

査し、免除の適否を決定したときは、桶川市学校給食費第３子以降無償

化事業に関する免除決定通知書（様式第２号）により、当該申請をした
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者に通知するものとする。この場合において、当該申請の内容を確認す

る必要があるときは、当該申請をした者に対し、資料の提示等を求める

ことができる。 

（状況の変更等） 

第８条 前条前段の規定により免除の決定を受けた者は、多子世帯等の状

況に変更が生じたときは、速やかに桶川市学校給食費第３子以降無償化

事業に関する免除状況変更届（様式第３号）を教育長に提出しなければ

ならない。 

（決定の取消） 

第９条 教育長は、第７条前段の規定による免除の決定を受けた者が次の

各号のいずれかに該当するときは、当該決定の全部又は一部を取り消し、

当該免除に該当しなくなった期間に係る学校給食費に相当する額の返還

を求めることができる。 

(1) 免除対象児童生徒又は免除対象者に該当しなくなったとき。 

(2) 偽りその他不正の手段により免除の決定を受けたと認められるとき。 

２ 教育長は、前項の規定により免除の決定を取り消したときは、桶川市

学校給食費第３子以降無償化事業に関する免除取消決定通知書（様式第

４号）により、当該免除の決定を受けた者に通知するものとする。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、教育長が別に定

める。 

附 則 

 この告示は、公示の日から施行し、令和７年度以後に係る学校給食費に

ついて適用する。 


